
                                                   (別紙２) 

児童養護施設退所者等の就業支援事業委託 企画提案募集要領 

 

１ 趣旨 

「児童養護施設退所者等の就業支援事業」の実施にあたり、効果的な運営と業務目的を達成

するため、企画・運営業務企画案コンテストを実施し、提案内容を総合的に審査して委託事業

者を決定する。 

 

２ 事業概要 

（１） 目的 

現下の厳しい雇用条件の中、様々な課題を持った児童養護施設退所者等にとっては、

安定した就職が一層厳しい状況となっている。 

そこで、施設退所者及び退所予定者（以下「施設退所者等」という。）に対するソーシ

ャル・スキル・トレーニング、相談支援、就職活動支援、施設退所者等が働きやすい職

場の開拓及び就職後の職場訪問等を行い、退所後の自立支援を図ることを目的とする。 

この事業は、「児童養護施設退所者等の就業支援事業実勢要綱」（平成 22 年 3 月 30 日付２

１福保子育第２０８７号）に基づき実施する。  

（２）事業の対象者 

東京都が措置等をした、児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援

施設、母子生活支援施設、小規模住居型児童養育事業所及び児童自立生活援助事業所の退所

（予定）者、里親委託措置解除（予定）者並びにそれらの者を支援する保護者、施設職員で

あって、本事業による支援を必要とするもの。 

（３）事業内容 

本事業は児童相談所等の関係機関と連携して活動する就業支援チームを設置し、次のこと

を行うものとする。 

ア 施設退所者等に対する職場体験事業、ソーシャル・スキル・トレーニング 

イ 施設退所者等に対する個別の就業相談、指導及び支援 

ウ 施設退所者等に対する個別のニーズに応じた適切な社会資源の仲介 

エ 施設退所者等に対する職業紹介事業 

オ 施設退所者等が働きやすい職場の開拓 

カ 事業主からの相談対応を含む就職後のフォローアップ、職場訪問、現に就業してい

る施設退所者等の就業上の相談、指導及び支援 

キ 児童養護施設職員等の施設退所者等に対する就業相談・指導スキル向上への支援ア 

対象世代 

 

３ 提示額 

１７，１９６，０００円（３チーム分。消費税及び地方消費税込） 

 

４ 企画提案募集の概要 



（１） 募集の名称 

児童養護施設退所者等の就業支援事業委託 

（２）応募者 

応募者は、委託業務を効果的かつ効率的に実施できる法人で、職業安定法（昭和２２年法

律第１６号）第３０条第１項の規定に基づく有料職業紹介事業の認可を受けているもしくは

事業開始までに認可を受ける予定の法人であることとする。 

（２） 応募締め切り（予定） 

応募届（様式１）を 

令和２年２月３日（月曜日）午後３時までに 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 東京都庁第一本庁舎２８階中央 

 東京都 福祉保健局 少子社会対策部 育成支援課 児童施設担当 

まで持参すること。 

（３） 説明会日程及び会場（予定） 

令和２年２月４日（火曜日） 時間・場所等詳細は別途通知する。 

なお、説明会に出席しなかった場合、企画提案の審査会に参加することができないので、

十分に注意すること。 

（４） 提案方法 

提案書類受付締切までに提案書類を提出した上で、審査会において、提案書類を基に提案

を行うこと。 

（５） 提出書類受付締切（予定） 

提案書類の受付は令和２年２月１４日（金曜日）午後５時までとする。所定の書類に資料

等を添付の上、都へ持参または郵送すること（締切日必着）。 

なお、辞退する場合は、辞退届（様式２）を令和２年２月１４日（金曜日）午後５時まで

に都へ持参または郵送すること（締切日必着）。 

（６） 審査会日程及び会場（予定） 

日時：令和２年２月１７日（月曜日） 

会場：東京都庁内会議室 ※時間等詳細は別途通知する 

提案条件：提案時間は１者あたり 30 分（説明 20 分、質疑応答 10 分）とし、説明を行う

者は１者あたり３人以内とする。 

説明の際は、応募者名が分かるような表現はしないこと。 

（７） 審査結果通知 

審査後、応募者に対し、審査結果を速やかに通知する。 

（８） 選定された企画提案者の責務 

選定された企画提案者は、都との間で委託契約を締結する。 

なお、採用された企画案について、都は選定された企画提案者と協議の上、その企画   

案の一部を修正できるものとする。 

（10） 応募に係る経費の負担 

応募にかかる経費は応募者の負担とする。また、選定されなかった応募案及び資料等は返

却しない。 



（11） 募集要領に関する質疑及び回答 

募集要領に関する質疑は、令和２年２月４日（火曜日）から令和２年２月６日（木曜日）

の午後５時までに電子メールにより受け付ける。送られた質問については、令和２年２月２

７日（金曜日）午後５時までに、応募した全社に対し、電子メールで回答する。 

 

５ 応募提案書類 

（１）提出書類 

ア 企画提案書（様式３） 

イ 法人概要調書（様式４） 

ウ 事業実施の提案（様式５） 

エ 見積書（任意様式） 

オ 直近３事業年度の事業報告書、賃借対照表及び損益計算書又はこれらに類する書類 

カ 事業実施スケジュール（任意様式） 

キ 法人概要 

ク 有料職業紹介事業許可証の写しまたは事業開始までに有料職業紹介事業の許可を

受ける見込みであることが分かる書類 

 

（２）提出部数・方法 

提出部数は 10部とする。10部のうち、２部には法人名が記載されたものとし、残り 8部

は法人名を削除したものを提出すること。ただし、法人概要は２部提出すること。 

 

６ 審査方法 

応募者から提案された中から、「児童養護施設退所者等の就業支援事業委託先選定委員会」（以

下「委員会」という。）の審査により、最も優秀な提案をした者を委託業者として選定する。 

応募提案書類内及び企画提案の際において、具体的な法人名またはそれを類推させる事項に

ついて言及した場合は失格とする。 

なお、審査内容に関する質問については、一切答えないものとする。 

 

７ 審査のポイント 

審査については、主に以下の観点から評価を行う。 

（１） 共通事項 

ア 企画運営全体の特徴について 

・ 企画全体に一貫性があり、妥当な内容であるか 

・ 児童養護施設施策、社会的養護を理解し、現在の社会的養護を取り巻く現状と課題を

踏まえた内容であるか 

・ 当事業の目的、趣旨を十分に理解しているか 

イ 法人について 

・ 児童養護施設を退所する児童等を対象とした支援の実績が十分か 

・ 関係機関、団体等と連携した支援の実績は十分か 



・ 財務状況は良好か 

・ その他特記事項があるか 

ウ 事業実施体制について 

・ 適正な実施体制や必要な人員が確保できるか 

・ スケジュールに確実性があるか 

・ 個人情報保護、人権・権利擁護、法令順守について十分な配慮を行っているか 

（２） 事業実施内容について 

・ 実施内容に明確性、意欲、熱意があるか 

・ 実施内容が具体的で実現可能なものになっているか 

・ 児童等が活用しやすいものであるか 

・ 提案内容に独自性や斬新性があるか 

８ 注意事項 

（１） 企画案の作成にあたっては、実施が可能で、履行責任が負えるものであること。 

（２） 選定された事業者は、各種法令を遵守することはもとより、事業の達成に向けた最大限の 

努力を講じること。また、詳細な事業内容及び実施方法については、正式な契約締結後、東

京都との協議の上、決定するものとする。 

 

10 応募提出・問い合わせ先 

東京都福祉保健局 少子社会対策部 育成支援課 

児童施設担当 川井、阿部  

〒163-8001  

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 東京都庁第一本庁舎 28階中央 

電話 ０３－５３２０－４５５０（直通） 都庁内線 ３２－６５８ 

ﾌｧｸｼﾐﾘ ０３－５３８８－１４０６  

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ Takeshi_Abe@member.metro.tokyo.jp 
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